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• アフリカをはじめとした開発途上国と共に成長し、事業を通じて社会課題の解決に取り組む
• 廃棄物を資源化することで、モノづくりを支え、循環型社会に貢献

社会課題 
解決への 
取り組み

 事業活動を通じ持続可能な社会に貢献
食料SBU 

特徴
1　　

ライフスタイルSBU 

 人々のLife（生命・生活）を守り、グローバルに事業領域を拡大 
特徴
2　　

AI・IoT技術によるクロマグロ幼魚のサイズ測定自動化
サービスを開発。これにより、養殖いけす内の養殖魚の
サイズ測定時に発生する作業の効率化が期待され、養
殖業の生産性が大きく向上します。

水産資源の持続的供給 

人口動態予測にのっとり、長期的な目線で経営資源を
集中的に投入し、安定的な供給体制を確保します。ま
た、違法森林破壊農地を使用した農家からの調達排除
など、環境保護にも配慮しています。

穀物原料の安定的な供給

関連会社、パートナーと連携し食品の賞味期限長期化
や、物流改善・需給最適化に取り組んでいます。サプラ
イチェーン上の無駄を排除することで、フードロスの削
減に貢献していきます。

フードロスの削減 

豊田通商グループでは、綿花買い付けから製造販売ま
で一貫したフェアトレード認証コットンを取得。生産か
ら消費まで全てのプロセスを通し、フェアトレード製品
の認知拡大を推進していきます。

サステナブルな素材 

保険事業では、再生可能エネルギー事業のリスク分析
から保険手配までを実施。サイバー保険やコロナ保険
など新しいリスクに対応することで、お客さまの事業の
サステナビリティを担保していきます。

各種リスク保険の提供

太陽光発電システムや蓄電池、防水板などの環境配慮
型商品・防災関連商品の取り扱い、企業の保有不動産
の有効活用などを通じ、サステナブルな街・暮らしづく
りに貢献しています。

住み続けられる街、暮らし 

SAKRA WORLD HOSPITAL

2014年にパートナー企業とインドで同病院を開業。豊田通
商グループがアフリカで経営するクリニックとデジタルサー
ビスをつなぎ、両施設の医療サービス向
上に向けた遠隔診療などを実施していま
す。同国での医療の安全性・品質の向上
および効率化に貢献していきます。

ブラジルにおける穀物事業
ブラジル中・北東部において、自社倉庫・港湾ターミ
ナルなどを起点とした穀物集荷事業を通じ、穀物の安
定調達・供給体制の強化を推進。世界に向けた穀物
安定供給へのさらなる貢献を目指
します。また、綿実油製造販売事
業は、品質・取扱量ともにブラジル
国内トップクラスを誇ります。 

ホテルレジデンス事業
2014年にインドネシアで駐在員・出張者向けサービスア
パートメント「AXIA第1期」を開業。2016年に「AXIA第2

期」を開発・運営開始しました。さらなる
顧客ニーズに応えるため、安心・安全な
宿泊施設運営ノウハウを基にファミリー
向けサービスアパートメント「AXIA第3

期」プロジェクトを立ち上げています。 

Bungasari Flour Mills Indonesia

2012年からインドネシアの製粉事業に取り組んでおり、著
しい経済発展を続ける同国の小麦粉加工食品の生産拡大
と品質向上に貢献しています。ジャカル
タ一極集中から地域格差を埋めるべく、
複数新工場を地方主要都市へ展開して
いきます。 

オンサイトクリニック事業
タイにおいて、政府系の最高水準医療機関との協業で 

トヨタグループの工場内にクリニックを設置。高い信頼性と
利便性、適正な費用の医療を提供し、医
療費負担削減と従業員の健康に貢献し
ています。 

インド医薬品卸事業
2021年にインドのSKITES PHARMA Private 

Limitedに出資する形で医薬品卸事業に参入し、
同国にて、必要な医薬品 

をタイムリーに病院・薬局へ届
ける仕組みの構築を進めてい 

ます。
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* ROAは期首と期末の資産合計の平均値を分母としています。

 資産合計　  ROA（右軸）

資産合計／ROA*
（億円） （%）

売上総利益
（億円）

親会社の所有者に帰属する当期利益
（億円）

業績推移と予想
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本部別概況
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ビジネスモデルと中長期戦略 

　アフリカ本部では4つの事業領域において、アフリカ全54カ国、
総勢約22,000名の従業員が多彩なビジネスを展開しています。
①事業ポートフォリオの多様化、②グローバルブランドとのパー
トナーシップ強化、③バリューチェーンの統合、④カーボンニュー
トラルの推進を事業戦略として、アフリカの経済成長と産業化に
貢献、拡大する中間層への対応を推進しています。
　モビリティ分野では、中核をなす自動車事業において、組立生
産展開国の拡大や、中間層向けラインアップの拡充、南アフリカ
最大の自動車ディーラーCFAO Motors South Africaを活用し
た販売強化、またHEV／PHEVなどの環境車の導入を進めてい
きます。さらに、アフリカのスタートアップに特化したコーポレー
トベンチャーキャピタルMobility 54 Investment SASによる
MaaS*領域での事業開発を進め、モビリティを軸とする産業の
包括的な発展を支援していきます。
　ヘルスケア分野では、アフリカ22カ国で医薬品の配送事業、 
またモロッコとアルジェリアで医薬品ライセンス生産を展開して
います。2022年3月には東アフリカ大手薬局チェーンに出資し、

医薬品小売分野にも参画しました。事業展開国の拡大および新
規サービスの創出を進め、医薬品の現地生産・卸売・小売まで 

一貫したバリューチェーンの構築を実現することで、アフリカの
人々の健康に寄与する取り組みを推進していきます。
　消費財分野では、化粧品、飲料などの消費財の現地生産事
業、カルフール社との提携によるショッピングモール運営事業を
展開。生産商品の拡充、さらなる店舗展開を行い、現地調達、 
生産、販売を通じてアフリカの産業化と雇用創出に貢献していき
ます。
　電力・インフラ・テクノロジー分野では、再生可能エネルギー（風
力・太陽光・地熱など）事業、港湾開発事業を中心に、アフリカ各
国のポテンシャルとパートナー企業の強みを生かしたプロジェク
ト開発を進めています。経済発展に不可欠なエネルギー・インフ
ラ整備を通じてアフリカに貢献していきます。また、アフリカ各国
で展開する当社グループの事業所・施設に屋根据付型太陽光発
電システムを導入し、消費電力の再エネ化を進めています。
*Mobility as a Service

アフリカ本部
「WITH AFRICA FOR AFRICA」の理念の下、 
アフリカの経済成長と産業化に貢献、拡大する中間層への対応を推進し、
地域No.1プレゼンスを目指します。

アフリカ本部CEO Richard Bielle
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電力・インフラ・テクノロジーSBU
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モビリティSBU
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展開している事業

 モビリティSBU
 ヘルスケアSBU
 消費財SBU
 電力・インフラ・テクノロジーSBU

アフリカにおける
当社グループビジョン

アフリカ全土を
カバーするネットワーク

特徴
1　

特徴
2　

「WITH AFRICA FOR AFRICA」という理念の下、アフ
リカの人や社会と共に成長することを目指し、事業基
盤のさらなる強化と拡大に取り組んでいます。アフリカ
における真のリーディング企業となるべく、事業創造
のみならず、人財育成や社会貢献活動を通じてアフリ
カの自立的発展に貢献しています。

東・南部アフリカを中心に、自動車代理店事業を基盤
としたネットワークを築いた豊田通商と、中・西部地域
の仏語圏アフリカで1世紀以上の歴史と確固たるプレ
ゼンスを持つCFAOとの統合により、アフリカ全土にわ
たって効率的・戦略的な事業展開を行っています。

特徴

1
特徴

2

•  アフリカをはじめとした開発途上国と共に成長し、事業を通じて社会課題の解決に取り組む
•  交通死傷者ゼロを目指し、安全で快適なモビリティ社会の実現に貢献
•  クリーンエネルギーや革新的技術を活用し、自動車／工場・プラントCO2を削減することで、脱炭素社会移行に貢献

社会課題 
解決への 
取り組み
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社外取締役メッセージ

サステナビリティに関して、今後の意識と取り組みの 
さらなる進化に強く期待しています

　機関投資家が企業業績の質を重視するESG投資が主流となり、豊田通商においても、中
長期的な視点で事業について議論をする機会が増えました。
　人財戦略、カーボンニュートラル（CN）など短期的な視点では実現不可能なテーマにつ
いて、取締役会での議論に加え、社外役員のみでの議論や執行役員以上全員が集まるオフ
サイトでの議論など、さまざまな場で、忌憚なく意見を出し合い、議論する仕組みが整えら
れました。そのため、社内全体にサステナビリティに取り組むことは事業に不可欠であると
いう意識がこの1年、急速に浸透しました。
　この意識の変容が、先進国における脱炭素の取り組みやサプライチェーンにおけるトラン
スフォーメーション支援、新興国のQOL向上につながる事業展開だけでなく、社員の性別、
国籍を超えたダイバーシティ&インクルージョンへの取り組みにも表れており、今後の意識
と取り組みのさらなる進化に強く期待しています。

社外取締役
藤沢 久美

1995年に㈱アイフィス代表取締役に就任。2000
年に㈱ソフィアバンク取締役就任ののち、2013年
に同社代表取締役。現在は㈱国際社会経済研究
所理事長、㈱静岡銀行取締役、㈱ネットプロテク
ションズホールディングス取締役、セルソース㈱取
締役などを兼務。2014年6月より当社取締役。

業務改革と人財育成の経験を生かし、 
企業の俊敏性向上と将来への備えを支援します

　現在の世界情勢を表すキーワードは「不確実性」です。
　コロナ対策、ロシアのウクライナ侵攻、環境問題など、予測不可能な事態に直面し、世界
が以前とは違うことを毎日思い知らされています。また社会も日々変化しています。
　俊敏さが高ければ今がチャンスです。誠実な価値観と未来を築ける強固な基盤を持つ豊
田通商は、社会やお客さまの変化を先取りするため、「顧客第一主義」を貫き、俊敏性を高
める必要があります。
　「Be the Right ONE」がさらに重要になり、適切なソリューションを提供することが他社
に差を付けます。
　この不確実性の中、社外取締役としての責任を認識し、豊田通商の俊敏性を高めるため
トヨタでの事業改革や人財育成の経験を生かすとともに、経営陣による将来のビジネスモ
デルの確立に貢献する所存です。
　成長を支えるのは強い統率力に導かれた社員で、ENERGY、PASSION、FIGHTING 

SPIRITがあれば、不可能はないと断言できます。

社外取締役
Didier Leroy

1982年にルノー㈱に入社。トヨタモーターマニュ
ファクチャリングフランス㈱取締役社長、トヨタ
モーターヨーロッパ㈱取締役社長、トヨタ自動車
㈱取締役副社長などを経て、現在は、トヨタモー
ターヨーロッパ㈱取締役会長。2018年6月より当
社取締役。
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社外取締役メッセージ

学術的・技術的視点から、 
カーボンゼロ社会実現への取り組みを注視しています

　我々に課せられた最大の使命は、CO2排出削減によって地球温暖化・気候危機を回避し
持続可能な社会をつくって、子孫へ明るい希望をつないでいくことです。しかし、コロナ禍に
よる人流・物流の縮小、ロシアのウクライナ侵攻に伴うエネルギー需給バランスの崩壊など
から経済活動が甚大な影響を受けて、カーボンゼロ社会実現に向けた世界の取り組みは後
退を余儀なくされています。
　このような情勢の中で、豊田通商は再エネ発電事業、EV用電池関連事業、水素利用事
業などのCN事業だけでなく、医療・健康分野や食料・水分野などのEoL（Economy of 

Life）関連事業にも注力してグローバルビジネスを広く創出・継続・発展させ、SDGs達成
へ貢献すべく高い志を持って良く頑張っておられると評価しています。
　これからも学術的・技術的視点からのサポートを心掛けながら、豊田通商の社会的価値
創造を通じた企業価値向上のために微力を尽くしたいと思っています。

社外取締役
河本 邦仁

1979年に東京大学大学院工学研究科工業化学
専門課程博士課程修了。その後、東京大学工学
部助教授、名古屋大学工学部教授、同大学大学
院工学研究科教授に就任。公益財団法人豊田理
化学研究所フェローを経て、2018年より公益 
財団法人名古屋産業科学研究所上席研究員。
2018年6月より当社取締役。

世界各地の生活者の皆さまにToyota Tsushoを、 
そしてその価値を知っていただけるよう意見を述べていきます

　私は外資系で日用品や食品などの消費財ビジネスに関わってまいりました。豊田通商の
企業価値を高めるお手伝いができるように、常に生活者の視点で将来の変化を捉えて意見
を述べるように努めています。例えば、今後、BtoBにおいても、コーポレートブランドの重要
性が増してくるという観点。Toyota Tsushoという企業名の認知度を高めるだけでなく、 
ビジョンやパーパスの浸透も図っていく必要があるのです。
　昨年、重要分野であるアフリカでコロナワクチン保冷輸送車を納入した際に、一手間かか
りますが、車体にコーポレートブランド「Toyota Tsusho」と「WITH AFRICA FOR AFRICA」
という理念を掲げることができないかと意見を述べさせていただきました。
　通商とは諸所に出向いて商売をすること、とあります。自ら動いて新しい価値をつくり上
げるという能動的な意味を持つ、美しい言葉です。1人でも多くの世界各地の生活者の皆さ
まにToyota Tsushoを、そしてその価値を知っていただけるようにサポートさせていただく
所存です。

社外取締役
井上 ゆかり

1985年にプロクター・アンド・ギャンブル・ファー・
イースト・インクに入社。その後、P&G North 
Americaマーケティングディレクター、キャドバ
リー・ジャパン㈱（現モンデリーズ・ジャパン㈱） 
代表取締役社長などを経て、現在は日本ケロッグ
合同会社代表職務執行者社長、サントリー食品
インターナショナル㈱取締役を兼務。2020年6月
より当社取締役。
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基本的な考え方   
　当社は、豊田通商グループ基本理念において、「人・社会・ 

地球との共存共栄を図り、豊かな社会づくりに貢献する価値創
造企業を目指す」ことを企業理念として掲げ、良き企業市民として
この理念を適法・適正に実現するための原則的な行動規範として
「行動指針」を定めています。
　この基本理念にのっとり、「会社の業務の適正を確保する 

体制」を整備することによって、当社グループ固有の価値観・ 

信念・日 の々行動原則である「豊田通商グループウェイ」を継承・
深化させ、顧客視点での価値創造を推進し、豊田通商グループ
の社会的使命を果たすことを目的に、「内部統制システム構築の
基本方針」を定めています。

　この基本方針を基に、さらなる経営の効率化・透明化、コンプ
ライアンスの徹底、財務体質の健全化を積極的に推進していま
す。また、コーポレート・ガバナンスの充実が、企業の持続的な成
長と中長期的な企業価値の向上のために不可欠であるとする
「コーポレートガバナンス・コード」の諸原則に当社はフルコンプ
ライしていますが、実質的な内容に深化させるためのさらなる向
上に向け、真摯に対応していきます。
　ステークホルダーの皆さまに満足いただける付加価値の提供を
行い、事業を通じて社会に貢献することが、豊田通商グループの
持続的な成長を加速し、企業価値向上につながると考えています。

コーポレート・ガバナンスの体制   
　当社は、経営の透明性および健全性の観点から監査役会設置
会社の形態を採用し、経営の効率化と内部統制の強化を目的に
執行役員制度を導入しています。
　また、本部制による連結経営を推進しており、本部CEOが執行
のトップとなる営業7本部に、コーポレート部門を加えた組織編成
になっています。
　取締役会長を非執行の取締役とし、取締役会の議長ならびに
役員報酬委員会・役員人事委員会の委員長とすることで執行か
らの独立性を高めています。取締役を兼務する執行役員は 

社長（CEO）、CSO、CFOの3名とします。独立社外取締役が1/3

以上を占める取締役会は経営上の重要事項の意思決定と業務執

行の監督を担うことで、経営の健全化および取締役会の機能強
化・質の向上を図ります。各営業本部CEOや、コーポレート部門
のトップには執行役員が就くことにより、現場に密着したスピード
感のある経営を実践します。社外取締役の4名は、外国人や研究
機関からも迎えるなど、引き続き高度な専門的知見を有する識者
を含み、また女性も2名起用するなど、ダイバーシティを強化して
います。
　また、高い専門性を発揮させるため、CDTO、CSO、CFO、
CHRO、CSKOを各機能の最高責任者として設置し、ガバナンス
機能の強化を行うとともに任務と責任を明確にすることで、専門
性の強化と意思決定スピードの向上を図っています。

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス改革の推移
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

取締役人数と 
独立社外取締役比率

経営の透明性と客観性の向上 取締役会実効性
評価を開始 相談役・顧問への自動就任の廃止 社外取締役数を4名に増員 

（うち外国人1名） 社外役員会を開始 社内取締役を4名に縮減 当社取締役会が備えるべきスキルマトリック
スを整理し、人員構成の見直しを実施

経営と執行の分離 CIOの設置* CSO、CFO、CAO、CCO、CTOの設置*
営業本部CEOは執行に専念し、 
取締役兼任者を0名に

会長は代表権を持たない非執行の 
取締役として取締役会議長に CHRO、CSKOの設置*

人事・報酬
役員人事案策定会議（現・役員人事委
員会）および役員報酬案策定会議（現・
役員報酬委員会）の設置

「経営幹部」の明確化

役員報酬委員会／役員人事委員会の 
委員長を、取締役社長から、
非執行の取締役会長に変更

日本国外に居住する経営幹部へ、 
譲渡制限付株式報酬と同様の 
インセンティブ効果を持つ 
株価連動型金銭報酬制度を導入中長期インセンティブ報酬として、 

譲渡制限付株式報酬制度を導入

16名 19% 12名 25% 12名
25%

非独立社外取締役

* 2022年4月現在はチーフオフィサーはCDTO、 CSO、CFO、CHRO、CSKOが設置されています。
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　さらに社外取締役の監督機能を強化するための施策として、 
当社事業に対する理解をより深めていただくとともに社外の視点
でのアドバイスをいただく機会として、営業本部ごとに本部執行役
員と社外役員による対話会を実施しています。さらに、社外役員に
よる国内の事業体の現場視察に加え、コロナ禍の状況を踏まえた

海外の事業体のリモート視察を実施（タイのタイヤ組み付け事業、
インドのレアアース事業）しました。加えて、社外役員同士（社外取
締役と社外監査役）の自由闊達な意見交換のための社外役員会
を年2回実施しています。

社外取締役・監査役との経営議論   
　取締役会後に経営課題の大きなテーマで自由闊達に意見交換
を行う「経営議論」を開始しました。メンバーは、取締役会メン
バーに加え、テーマごとに関係する執行役員が参加し、活発な議
論を行い、その結果を当社の中期経営計画に反映しています。

2022年3月期のテーマ
① 人財戦略（藤沢社外取締役の基調講演）
② 再生可能エネルギーの中長期戦略
③ グローバル人事制度

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

取締役人数と 
独立社外取締役比率

経営の透明性と客観性の向上 取締役会実効性
評価を開始 相談役・顧問への自動就任の廃止 社外取締役数を4名に増員 

（うち外国人1名） 社外役員会を開始 社内取締役を4名に縮減 当社取締役会が備えるべきスキルマトリック
スを整理し、人員構成の見直しを実施

経営と執行の分離 CIOの設置* CSO、CFO、CAO、CCO、CTOの設置*
営業本部CEOは執行に専念し、 
取締役兼任者を0名に

会長は代表権を持たない非執行の 
取締役として取締役会議長に CHRO、CSKOの設置*

人事・報酬
役員人事案策定会議（現・役員人事委
員会）および役員報酬案策定会議（現・
役員報酬委員会）の設置

「経営幹部」の明確化

役員報酬委員会／役員人事委員会の 
委員長を、取締役社長から、
非執行の取締役会長に変更

日本国外に居住する経営幹部へ、 
譲渡制限付株式報酬と同様の 
インセンティブ効果を持つ 
株価連動型金銭報酬制度を導入中長期インセンティブ報酬として、 

譲渡制限付株式報酬制度を導入

11名 27% 8名 38%

組織形態 監査役会設置会社

取締役 8名

　社外取締役 4名（うち外国人1名、女性2名） ※独立役員は3名

取締役会議長 非執行の取締役会長

監査役 5名

　社外監査役 3名 ※全て独立役員

任意の委員会 役員報酬委員会　役員人事委員会
※いずれも議長は非執行の取締役会長で、独立社外取締役3名と社内取締役2名の5名で構成

監督機能強化のための会議
営業本部執行役員と社外役員による対話会（各本部年に1回）
社外取締役と社外監査役による社外役員会
取締役会メンバーによる「大きなテーマでの経営議論」

コーポレート・ガバナンス体制サマリー（2022年6月24日現在）

9名 33% 8名 38%
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取締役会   
　取締役会は取締役8名（うち4名が社外取締役）で構成されて
おり、経営上の重要事項について意思決定を行うとともに、取締
役の業務執行を監督しています。さらに、定期的に営業本部の執
行状況を営業本部CEOから報告し、モニタリングを行っていま
す。社外取締役4名のうち3名は金融商品取引所が定める独立
性基準を満たした独立役員として届け出を行っています。加えて、
非執行の取締役会長が議長を務めることで、取締役会の独立性

を高めています。取締役の任期は1年で、取締役会は原則月 

1回開催しています。社外取締役が経営の助言・監督機能を十分
に果たせるよう、取締役会資料送付の早期化や、取締役会事務
局が毎回、提案部署と共に事前説明を行い、事業の内容をしっか
り理解した上で、取締役会での議論に臨めるようなサポート体制
を構築しています。

コーポレート・ガバナンス

2022年3月期 取締役会議案実績
テーマ 主な決議事項・報告事項 

経営戦略
•  経営メッセージ
•  カーボンニュートラル推進
•  本部・SBU・部の組織と体制

•  中期経営計画ならびに年度利益計画
•  サステナビリティ推進

コーポレート・ガバナンス

•  取締役会実効性評価
•  役員人事・報酬
•  人事方針と活動報告
•  統合リスク管理

•  政策保有株式の保有意義の検証
•  監査役、監査部の監査報告
•  IR活動報告
•  取締役会議案の年間予定

執行の監督
•  決算関連、利益計画の進捗
•  競業取引および利益相反取引
•  コンプライアンスに関する状況報告

•  投資の状況
•  「内部統制システム構築の基本方針」関連
•  各本部の経営執行進捗報告

投融資案件
•  再生可能エネルギー関連
•  アフリカへの事業投資
•  ガス事業会社の清算

•  リチウム事業関連
•  電池事業
•  未来創生ファンド

その他 •  株主総会議案
•  ロシア・ウクライナ情勢　懸念と対応

•  新型コロナの状況
•  主な規程の改定

コーポレート・ガバナンス体制図 （2022年6月現在）

株主総会

取締役会

取締役

社外取締役

監査役会

監査役

社外監査役

会計監査人役員報酬委員会

役員人事委員会

業務執行体制

社長・CEO
監査部

選任・解任選任・解任 選任・解任

連携

報告

会計監査
監査 連携連携経営上重要事項の付議・業務執行報告

選任・解任
監督

諮問

提言
監督・ 
報告

統合リスク管理委員会

サステナビリティ推進委員会
投資戦略会議

投融資委員会・協議会

経営幹部

執行幹部

各部門・各極・連結子会社・関連会社

業務執行組織

報告 報告

経営執行会議

特定貿易管理委員会

取締役会

社外役員と営業本部役員との対話会
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取締役会実効性評価   

取締役会の実効性評価の概要

　当社は、継続的なコーポレート・ガバナンスの実効性の維持・
向上を目的とし、取締役会の実効性評価を毎年実施しています。
具体的には、取締役会構成メンバー全員を対象にアンケートを
実施し、分析・評価を行った上で、その実効性についての結果を
取締役会に報告しています。2022年3月期の概要、および評価
結果は次の通りです。

評価実施概要（2022年3月期）
対象者 全取締役（9名）および全監査役（5名）
実施方法 取締役と監査役全員へのアンケート実施
重点テーマ さらなる取締役会の実効性向上

評価項目

① 取締役会の構成
② 取締役会の運営
③ 取締役会の議案・議論プロセス
④ 取締役会を支える体制
⑤ 取締役・監査役の評価 など

取締役会を 
支える体制
（社外役員の
機能発揮、 
サポート体制）

取締役会の 
構成

取締役会の 
運営

取締役会の 
議案・議論
プロセス

取締役会実効性評価

社外取締役に対して個別のオンライン面談を通じて、 
監査方針等を常勤監査役から説明実施

社外役員にグループビジネスの理解を深めるためのリモ 
ートを含む現場視察の機会を提供（国内、タイ、インド 
事業体）

社外役員と営業本部CEO／COOとの対話会、社外役
員会の実施継続

改善が見られ、
適切に機能している

適切に機能しているが、 
現地視察を優先すべき

改善が見られ、 
適切に機能している

社外取締役 
からの提案

サステナビリティ推進委員会に全社外取締役 
参加

 社外役員とのサイバーセキュリティの対話会を 
実施

取締役会メンバー全員のスキルマトリックスを対外開示
独立社外取締役の適切な
人数について多様な意見 

あり

独立社外取締役の適正な人数について調査を 
開始

企業価値向上
に資する 
本質的な 
議論の時間を 
確保

決議決裁区分の見直しを実施し、軽微な取締役
会承認・報告事項を執行へ権限委譲

各営業本部の承認／報告案件に、市場動向、 
顧客期待、競合他社の戦略を織り込む

 コロナ禍の収束状況を見て、社外役員の現地視
察を再開

コンプライアンスやリスクについてCCOによる適時の報
告に加えて、監査部の取締役会への直接報告を実施

取締役会終了後に大きなテーマでの経営議論を実施
（2021年8、9月、2022年3月）

適切に機能しているが、 
安全についても 
定期報告すべき

改善が見られ、
適切に機能している

企業価値向上
に資する 

サステナビリティ
経営の加速

人権方針など、サステナビリティに関し、取締役
会報告の機会を増やしていく

2021年3月期の課題を踏まえて2022年3月期に設定した取り組みと評価 2022年3月期の課題を踏まえて設定した 
2023年3月期の取り組み

取締役会で安全について定期報告を実施

社外取締役と社外監査役
による現場視察

社外役員を交えての 
役員オフサイトミーティング
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コーポレート・ガバナンス

スキルマトリックス

氏名
取締役・監査役が有している能力・経験

選任理由 兼業情報 出席状況
企業経営 グローバル 営業・ 

マーケティング 財務・経理 法務・RM 技術・デジタル ESG

取締役

社内

村上 晃彦 ○ ○ ○ ○
トヨタ自動車㈱および㈱SUBARUの役員を歴任し、主にグローバル経営やマーケティング分野に従事してきました。自動車産業にお
ける専門的知見をはじめ、グローバルかつ豊富な経営経験を有しています。それらを生かして、代表権を有さない業務執行から離れ
た立場から、当社に対する助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行うことができるものと考え、選任しています。

ー ー

貸谷 伊知郎 ○ ○ ○ ○
主に自動車分野に従事し、2018年4月より社長を務め、優れた経営手腕を発揮しています。グローバル経営に関する豊富な経験に
培われた経営全般にわたる高度な知見を有しており、それらを生かして、社長CEOとしてリーダーシップを発揮し当社の企業価値向
上に貢献することができるものと考え、引き続き選任しています。

ー 取締役会13／13回

富永 浩史 ○ ○ ○ ○ ○
主に経理、財務、経営企画分野に従事し、現在はCSOを務めています。グローバル経営に関する豊富な経験に培われた経営全般、 
特に経営戦略分野における高度な知見を有しており、それらを生かして、当社の企業価値向上に貢献することができるものと考え、 
引き続き選任しています。

ー 取締役会10／10回*

岩本 秀之 ○ ○ ○ ○ ○
主に経理、財務、経営企画分野に従事し、現在はCFOを務めています。グローバル経営に関する豊富な経験に培われた経営全般、 
特に経理、財務、リスクマネジメントにおける高度な知見を有しており、それらを生かして、当社の企業価値向上に貢献することがで
きるものと考え、引き続き選任しています。

ー 取締役会10／10回*

社外

藤沢 久美 ○ ○ ◎

長年代表を務めた㈱ソフィアバンクでの活動や政府各省庁、公益法人等の多くの公職を務めることにより培った投資、国際金融、 
ダイバーシティ等幅広い分野に関する豊富な経験と高度な専門的知見を有しています。それらを生かして、当社が推進する新規事業
やダイバーシティ経営等について専門的な観点からの助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、
引き続き選任しています。

㈱国際社会経済研究所理事長
㈱静岡銀行取締役
㈱ネットプロテクションズホールディン
グス取締役
セルソース㈱取締役

取締役会13／13回

河本 邦仁 ○ ◎ ○
長年にわたり大学、研究機関において研究者として培った高い次元の学術的知見を有しています。それらを生かして、科学的なアプ
ローチとモノづくりに対する高度な専門的知見により、当社が高度な技術革新へ対応するにあたって推進する新規事業等について、
専門的な観点からの助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、引き続き選任しています。

ー 取締役会13／13回

Didier Leroy ○ ◎ ○ ○
トヨタ自動車㈱およびその関連会社の役員として培ったグローバルかつ自動車業界における豊富な経営経験と高度な専門的知見を
有しています。それらを生かして、当社が推進するMobility分野をはじめ当社事業全般について専門的な観点からの助言ならびに 
取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、引き続き選任しています。

トヨタモーターヨーロッパ㈱ 
取締役会長 取締役会13／13回

井上 ゆかり ○ ○ ◎ ○
コンシューマー向けビジネスにおけるグローバル企業での豊富な経営経験と高度な専門的知見を有しています。それらを生かして、
当社が推進するLife & Community分野をはじめ、当社事業全般、ダイバーシティ経営、グローバル化について専門的な観点からの
助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、引き続き選任しています。

日本ケロッグ合同会社代表職務執行
者社長 
サントリー食品インターナショナル㈱
取締役

取締役会12／13回

監査役

社内

宮崎 和政 ○ ○ ○
経理、財務ならびに経営戦略全般に関する分野において豊富な経験と高度な知見を有しており、米国現地法人上級副社長・財務役
を経験するなどグローバルな視点を備えています。現在、常勤監査役として中立な立場から適切に当社取締役の職務の執行を監督
していることから、引き続き選任しています。

ー 取締役会13／13回 
監査役会14／14回

林 健太郎 ○ ○ ○ ○
ERM（エンタープライズ・リスクマネジメント）部長ならびに米国現地法人上級副社長・CFOを経験しており、リスクマネジメント、 
経理、財務分野において豊富な経験と高度な知見を有しています。それらを生かして、常勤監査役として適切に当社取締役の職務の
執行を監督することができるものと考え、選任しています。

ー ー

社外

桑野 雄一郎 ◎ ○
弁護士として長きにわたり従事され、企業法務およびコンプライアンスに関する豊富な経験と専門知識を有していることから、独立 
中立な立場で適切に当社取締役の職務の執行を監査していただくため、引き続き選任しています。

高樹町法律事務所代表弁護士
㈱昭文社ホールディングス取締役 
（監査等委員）

取締役会13／13回
監査役会14／14回

高橋 勉 ○ ◎ ○
公認会計士として長年にわたり従事し、かつ有限責任あずさ監査法人の要職を経験しており、企業会計、企業監査およびコンプライ
アンスに関する豊富な経験と高い専門的知見を有しています。現在、社外監査役として独立中立な立場から適切に当社取締役の 
職務の執行を監督していることから、引き続き選任しています。

㈱スカパーJSATホールディングス 
監査役 
みずほ信託銀行㈱取締役 
（監査等委員）

取締役会13／13回 
監査役会14／14回

田上 静之 ○ ◎
凸版印刷㈱の米国現地法人社長ならびに経営監査室長、常勤監査役を歴任するなど、主に監査業務に従事し、グローバルかつ豊富
な経験と高度な知見を有しています。それらを生かして、社外監査役として適切に当社取締役の職務の執行を監督することができる
ものと考え、選任しています。

東京書籍㈱常勤監査役 ー

取締役会諮問機関（役員報酬委員会・役員人事委員会）   
　当社は、取締役会の諮問会議として、「役員報酬委員会」ならびに「役
員人事委員会」を設置しており、いずれも非執行の取締役会長が委員長
を務めています。加えて、いずれの委員会も独立社外取締役3名と社内取
締役2名の5名で構成されており、独立社外取締役が過半数を占めるこ
とで、さらに客観性と透明性を高めています。
　役員報酬委員会では、役員報酬体系、決定方針、その他の役員報酬
に関する重要事項の検討ならびに役員報酬（案）について審議し、取締役
会に報告します。

　役員人事委員会では、取締役、監査役、経営幹部の選解任方針およ
び人事（案）に関する審議、CEO後継者育成計画の策定・運用、その他
役員人事に関する重要事項の審議を行い、取締役会に報告します。

＜両委員会の構成メンバー＞2022年6月24日現在

村上 晃彦（取締役会長・議長）
貸谷 伊知郎 （取締役社長）
藤沢 久美 （独立社外取締役）
河本 邦仁 （独立社外取締役）
井上 ゆかり （独立社外取締役）

当社の取締役・監査役が有している能力・経験は以下の通りです。社外役員に関しては、各役員が特に有する専門的な視点・高い見識に◎を
記し、当社経営において役割を発揮することを期待しています。それぞれの専門性と豊富な経験に加え、ジェンダーや国際性などの多様性を確
保した取締役会のメンバー構成により、さまざまなビジネス環境の変化に対応できる体制を取っています。
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監査役会   
　監査役会は監査役5名（うち3名が独立社外監査役）で構成さ
れ、社外の視点からのチェック機能を確保しています。各監査役
は、社外を含む取締役、執行役員および会計監査人、さらには内
部監査部門などと定期的に意見交換を行い、業務執行の適法
化・適正化・効率化に努めています。監査役会は原則月1回開催
しています。監査役による監査は、監査役会で承認され、取締役

会で報告された監査方針および計画に基づき、コンプライアンス
の対応、リスク管理体制を中心とした内部統制状況を重点として
取締役の職務執行の監査が実施されています。会計監査人の監
査結果の相当性についても監査が行われています。また、社外監
査役を含む監査役の職務を補助する専従スタッフを配属してい
ます。

氏名
取締役・監査役が有している能力・経験

選任理由 兼業情報 出席状況
企業経営 グローバル 営業・ 

マーケティング 財務・経理 法務・RM 技術・デジタル ESG

取締役

社内

村上 晃彦 ○ ○ ○ ○
トヨタ自動車㈱および㈱SUBARUの役員を歴任し、主にグローバル経営やマーケティング分野に従事してきました。自動車産業にお
ける専門的知見をはじめ、グローバルかつ豊富な経営経験を有しています。それらを生かして、代表権を有さない業務執行から離れ
た立場から、当社に対する助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行うことができるものと考え、選任しています。

ー ー

貸谷 伊知郎 ○ ○ ○ ○
主に自動車分野に従事し、2018年4月より社長を務め、優れた経営手腕を発揮しています。グローバル経営に関する豊富な経験に
培われた経営全般にわたる高度な知見を有しており、それらを生かして、社長CEOとしてリーダーシップを発揮し当社の企業価値向
上に貢献することができるものと考え、引き続き選任しています。

ー 取締役会13／13回

富永 浩史 ○ ○ ○ ○ ○
主に経理、財務、経営企画分野に従事し、現在はCSOを務めています。グローバル経営に関する豊富な経験に培われた経営全般、 
特に経営戦略分野における高度な知見を有しており、それらを生かして、当社の企業価値向上に貢献することができるものと考え、 
引き続き選任しています。

ー 取締役会10／10回*

岩本 秀之 ○ ○ ○ ○ ○
主に経理、財務、経営企画分野に従事し、現在はCFOを務めています。グローバル経営に関する豊富な経験に培われた経営全般、 
特に経理、財務、リスクマネジメントにおける高度な知見を有しており、それらを生かして、当社の企業価値向上に貢献することがで
きるものと考え、引き続き選任しています。

ー 取締役会10／10回*

社外

藤沢 久美 ○ ○ ◎

長年代表を務めた㈱ソフィアバンクでの活動や政府各省庁、公益法人等の多くの公職を務めることにより培った投資、国際金融、 
ダイバーシティ等幅広い分野に関する豊富な経験と高度な専門的知見を有しています。それらを生かして、当社が推進する新規事業
やダイバーシティ経営等について専門的な観点からの助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、
引き続き選任しています。

㈱国際社会経済研究所理事長
㈱静岡銀行取締役
㈱ネットプロテクションズホールディン
グス取締役
セルソース㈱取締役

取締役会13／13回

河本 邦仁 ○ ◎ ○
長年にわたり大学、研究機関において研究者として培った高い次元の学術的知見を有しています。それらを生かして、科学的なアプ
ローチとモノづくりに対する高度な専門的知見により、当社が高度な技術革新へ対応するにあたって推進する新規事業等について、
専門的な観点からの助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、引き続き選任しています。

ー 取締役会13／13回

Didier Leroy ○ ◎ ○ ○
トヨタ自動車㈱およびその関連会社の役員として培ったグローバルかつ自動車業界における豊富な経営経験と高度な専門的知見を
有しています。それらを生かして、当社が推進するMobility分野をはじめ当社事業全般について専門的な観点からの助言ならびに 
取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、引き続き選任しています。

トヨタモーターヨーロッパ㈱ 
取締役会長 取締役会13／13回

井上 ゆかり ○ ○ ◎ ○
コンシューマー向けビジネスにおけるグローバル企業での豊富な経営経験と高度な専門的知見を有しています。それらを生かして、
当社が推進するLife & Community分野をはじめ、当社事業全般、ダイバーシティ経営、グローバル化について専門的な観点からの
助言ならびに取締役の職務執行に対する監督を行っていただくことを期待して、引き続き選任しています。

日本ケロッグ合同会社代表職務執行
者社長 
サントリー食品インターナショナル㈱
取締役

取締役会12／13回

監査役

社内

宮崎 和政 ○ ○ ○
経理、財務ならびに経営戦略全般に関する分野において豊富な経験と高度な知見を有しており、米国現地法人上級副社長・財務役
を経験するなどグローバルな視点を備えています。現在、常勤監査役として中立な立場から適切に当社取締役の職務の執行を監督
していることから、引き続き選任しています。

ー 取締役会13／13回 
監査役会14／14回

林 健太郎 ○ ○ ○ ○
ERM（エンタープライズ・リスクマネジメント）部長ならびに米国現地法人上級副社長・CFOを経験しており、リスクマネジメント、 
経理、財務分野において豊富な経験と高度な知見を有しています。それらを生かして、常勤監査役として適切に当社取締役の職務の
執行を監督することができるものと考え、選任しています。

ー ー

社外

桑野 雄一郎 ◎ ○
弁護士として長きにわたり従事され、企業法務およびコンプライアンスに関する豊富な経験と専門知識を有していることから、独立 
中立な立場で適切に当社取締役の職務の執行を監査していただくため、引き続き選任しています。

高樹町法律事務所代表弁護士
㈱昭文社ホールディングス取締役 
（監査等委員）

取締役会13／13回
監査役会14／14回

高橋 勉 ○ ◎ ○
公認会計士として長年にわたり従事し、かつ有限責任あずさ監査法人の要職を経験しており、企業会計、企業監査およびコンプライ
アンスに関する豊富な経験と高い専門的知見を有しています。現在、社外監査役として独立中立な立場から適切に当社取締役の 
職務の執行を監督していることから、引き続き選任しています。

㈱スカパーJSATホールディングス 
監査役 
みずほ信託銀行㈱取締役 
（監査等委員）

取締役会13／13回 
監査役会14／14回

田上 静之 ○ ◎
凸版印刷㈱の米国現地法人社長ならびに経営監査室長、常勤監査役を歴任するなど、主に監査業務に従事し、グローバルかつ豊富
な経験と高度な知見を有しています。それらを生かして、社外監査役として適切に当社取締役の職務の執行を監督することができる
ものと考え、選任しています。

東京書籍㈱常勤監査役 ー

* 富永浩史氏、岩本秀之氏は、2021年6月24日（第100回定時株主総会開催日）に就任したため、出席対象となる取締役会の回数は他の取締役と異なっています。
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統合リスク管理委員会 

コーポレート・ガバナンス

委員会・会議体の機能と役割   
　当社は、コーポレート・ガバナンスの強化を目的に各種委員会・  

会議体を設置しています。全社横断的な検討課題については、 
全社横断会議体を設け、取締役および経営幹部・執行幹部が経
営課題ごとに対策を検討し、必要に応じて取締役会に諮ってい
ます。

内容はP.36, 68をご覧ください

内容はP.56～58をご覧ください

内容はP.35, 50をご覧ください

内容はP.35, 50をご覧ください

その他の主な会議体

会議体 役割 開催頻度

方針会議／ 
数値議論 経営計画の協議を行っています。 年1回

経営執行会議 重要事項の協議、情報共有を行っています。 月2回

役員会議 経営幹部・執行幹部間の情報交換・共有・ 
報告を行っています。 月1回

経営幹部共有会 営業本部・海外極横断の情報共有を行って 
います。 月1回

投融資委員会・協議会 

取締役の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する内容および決定方法   
決定方針および決定プロセス
　当社の取締役の報酬は、基本報酬としての[ⅰ]固定報酬と、業
績連動報酬としての[ⅱ]賞与（短期インセンティブ）、[ⅲ]譲渡制
限付株式報酬（中長期インセンティブ）で構成しています。固定
報酬と業績連動報酬の比率は、50:50を目安としています。また、
業績連動報酬のうち、「賞与」と「譲渡制限付株式報酬」の比率
は、70:30としています。各事業年度における業績連動報酬の支
給額は、取締役が当社グループ会社全体の最終利益（臨時的、偶
発的に発生した収益および損失を含む）に対して責任を負うこと
から、役位ごとに前事業年度の連結当期利益（親会社の所有者
に帰属）を指標として決定しています。
　ただし、社外取締役は業務執行から独立した立場であることか
ら、固定報酬のみを支給し、賞与および譲渡制限付株式報酬は
支給しません。監査役においても監査を適切に行うため独立した
立場であることから、固定報酬のみを支給しています。
　当社は、取締役会の諮問機関として、過半数が独立社外取締
役で構成される「役員報酬委員会」を設置しています。同委員会

の委員長は代表権を持たず業務執行に関与しない取締役会長
が務めています。「役員報酬委員会」は当社の取締役の個人別の
報酬等の内容の決定方針（以下「本方針」）、役員報酬体系、 
株主総会に上程する役員報酬議案、その他の役員報酬に関する
重要事項について審議します。
　取締役会は、かかる審議結果を踏まえて本方針、株主総会に
上程する役員報酬議案（役員賞与支給の件）および譲渡制限付
株式報酬に係る取締役の個人別の報酬を決議します。なお、固
定報酬および賞与に係る取締役の個人別の報酬額については、
柔軟かつ機動的に行う観点から、代表取締役社長へ決定を委任
しています。代表取締役社長は、役員報酬委員会の各構成員か
らの個別の意見聴取結果も踏まえ、本方針に従って取締役の個
人別の報酬額を決定しています。取締役会は、当事業年度に係
る取締役の個人別の報酬等について、取締役会で決議された本
方針と整合していることや、役員報酬委員会からの答申が尊重さ
れていることを確認の上、当該決定方針に沿うものであると判断
しています。

主な全社横断会議体
委員会 役割 開催頻度

グローバル人事委員会 本部と極の事業戦略上の重要ポジションにおけるサクセッションプランおよび同ポジションの人財候補について情報共有と、 
育成強化策の協議を行っています。 年1回

特定貿易管理委員会 規制貨物等取引管理および輸出入に関わる全体的な方向決めを行っています。 年1回

原価低減・改善推進会議 全社横断での原価低減の推進、改善事例の共有化・横展開を行っています。 年1回

安全・環境会議 安全・管理への取り組み強化に関する討議、労働安全衛生活動の強化推進と環境マネジメントの推進を行っています。 月1回

カーボンニュートラル推進会議 カーボンニュートラルを推進していくための実行計画、体制構築、情報共有に関する協議を行っています。 月1回

サステナビリティ推進委員会 

投資戦略会議
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各取締役の報酬イメージ

基本報酬 賞与 株式報酬

固定報酬 業績連動報酬

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の額（百万円）
対象となる役員の員数

（人）固定報酬
業績連動報酬

賞与 譲渡制限付株式報酬

取締役（うち社外取締役） 575（57） 301（57） 228（―） 45（―） 10（4）

監査役（うち社外監査役） 126（43） 126（43） ―（―） ―（―） 5（3）

合計（うち社外役員） 701（100） 427（100） 228（―） 45（―） 15（7）

*1.  使用人兼務取締役はいません。
*2.  上記には、2021年6月24日開催の第100回定時株主総会終結のときをもって退任した取締役1名（社外取締役を含まず）を含んでいます。
*3.  2020年6月23日開催の第99回定時株主総会決議により、①取締役に対する固定報酬に係る報酬枠は年額6億円以内（うち社外取締役は年額90百万円）、②株式報酬に係る報酬枠は年額2億
円以内（割り当てる株式の総数は年間20万株以内）と定められています。なお、上記①の決議に係る株主総会終結時点での取締役は8名（うち社外取締役4名）、上記②の決議に係る株主総会
終結時点での取締役（社外取締役を除く）は4名です。

*4.  2014年6月20日開催の第93回定時株主総会決議により、監査役に対する報酬枠は月額16百万円以内と定められています。なお、当該決議に係る株主総会終結時点での監査役は5名（うち社
外監査役3名）です。

*5.  報酬等の総額には、2022年6月24日開催の第101回定時株主総会において決議された以下の役員賞与が含まれています。 
取締役　5名　228百万円

*6.  上記報酬等のうち、「賞与」および「株式報酬」に係る業績指標である前事業年度の連結当期利益（親会社の所有者に帰属）は2,222億円です。
*7.  上記の「株式報酬」は、参考値として、当事業年度に係る株式報酬である譲渡制限付株式と引換えにする払込みに充てるための金銭債権として付与を想定（暫定）している額を記載しています。
*8.  当事業年度の固定報酬および賞与に係る取締役の個人別の報酬額の決定は、当社取締役会決議に基づき当社代表取締役社長貸谷伊知郎に委任します。当該委任の内容、理由などについて
は、前ページの「決定方針および決定プロセス」をご参照ください。

役員の区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額および対象となる役員の員数

 50 35  15: :

政策保有・縮減に関する方針   
　当社の企業価値の持続的向上には、さまざまな企業との取引
関係・協業関係の維持・強化が必要となります。当社は重要取
引先・協業先として当社の中長期的な視点から有益かつ重要と
判断する上場株式を、限定的かつ戦略的に保有することとしてい
ます。判断に際しては、資本コストをベースとした当社独自の指

標を用いた収益性を第一としつつ、相手先との事業関係構築、 
維持、強化、地域や社会発展への貢献・協力などを総合的に勘
案し、保有継続の可否および保有株式数の見直しを行った上で、
年1回取締役会にその結果を報告します。その中で保有継続意
義のない株式については縮減を進めます。

各報酬の決定方法
［ⅰ］固定報酬
　固定報酬は月例報酬とし、業界他社の報酬データなどを参考
として、各取締役の役位とその職責を勘案し、妥当な水準を設定
しています。
［ⅱ］賞与
　各事業年度における個人別の賞与の支給額は、役位ごとに応
じて定める業績連動報酬の合計額の70%に対し、必要に応じ職
責と担当業務の遂行状況を踏まえた調整を行い決定しています。
［ⅲ］譲渡制限付株式報酬
　各事業年度における個人別の譲渡制限付株式報酬の支給額
は、役位ごとに応じて定める業績連動報酬の合計額の30%に対
し、必要に応じ職責と担当業務の遂行状況を踏まえた調整を行
い決定しています。

　ただし、当該取締役に譲渡制限付株式報酬を付与することが
相当でない事由がある場合には、当該取締役の業績連動報酬の
全額を賞与として支給します。

　譲渡制限付株式報酬に係る譲渡制限は、退任日をもって解除
されます。譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬は金銭
債権とし、その総額は上記の取締役の固定報酬ならびに賞与と
は別枠で年額2億円以内、割り当てる株式の種類は普通株式（割
当契約において譲渡制限を付したもの）を発行または処分、その
総数は合計で年20万株以内（2020年6月23日定時株主総会決
議）としています。各取締役への具体的な支給時期および配分に
ついては、役員報酬委員会における審議を踏まえ、取締役会にお
いて決定します。
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マネジメント体制

取締役  * 代表取締役 

取締役会長
村上 晃彦

取締役社長*

貸谷 伊知郎
取締役*

富永 浩史

経営幹部 

CEO ： Chief Executive Officer
CDTO ： Chief Digital & Technology Officer 
CSO ： Chief Strategy Officer 
CFO ： Chief Financial Officer
CHRO ： Chief Human Resources Officer 
COO ： Chief Operating Officer 
CSKO ： Chief Safety & KAIZEN Officer

取締役*

岩本 秀之

社長、CEO
貸谷 伊知郎

副社長、本部CEO
佐合 昭弘
社長補佐、国内地域・顧客管掌、
金属本部

副社長、CDTO、極CEO
今井 斗志光
社長補佐、東京本社管掌、海外地域管掌、
欧州地域統括

本部CEO、極CEO
Richard Bielle
アフリカ本部、アフリカ地域統括
CFAO社社長

本部CEO、極CEO補佐  
永井 康裕
機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部、
新興地域 

CSO、極CEO 
富永 浩史
CHRO管掌、東京本社管掌（副）、
国内地域・顧客管掌（副）、
海外地域管掌（副）、新興地域統括

CFO
岩本 秀之

極CEO 
椿本 光弘 
豪亜地域統括 
豊田通商アジアパシフィック社社長 

本部CEO 
江山 純
グローバル部品・ロジスティクス本部

本部CEO 
米永 裕史
食料・生活産業本部

極CEO 
綿貫 辰哉
東アジア地域統括
東アジア総代表、豊田通商（中国）総経理

本部CEO 
原田 繁 
自動車本部  

本部CEO  
濱田 明生 
化学品・エレクトロニクス本部 

極CEO 
秦 直之
北米地域統括
豊田通商アメリカ社社長

CHRO、CSO補佐
濱瀬 牧子

取締役（社外）
藤沢 久美

取締役（社外）
井上 ゆかり

取締役（社外）
河本 邦仁

取締役（社外）
Didier Leroy
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（注）会社名および役職名は記載当時の表記を使用しています。（2022年6月24日現在）

監査役 

常勤監査役
宮崎 和政

監査役
田上 静之

常勤監査役
林 健太郎

監査役
高橋 勉

監査役
桑野 雄一郎

執行幹部 

斉藤 尚治
カンパニープレジデント
豊田スチールセンター（株）社長

木村 和昌   
アフリカ本部新規事業開発COO、 
極CEO補佐
アフリカ地域

前田 滋樹 
極CEO補佐、カンパニープレジデント
豪亜地域、豊田通商タイランド社社長、
豊田通商タイホールディングス社社長

齋藤 彰徳
CSKO

柿原 安博
カンパニープレジデント
（株）ネクスティ エレクトロニクス社長

江積 哲也
本部COO 
自動車本部 

国弘 浩介 
本部COO
機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部
豊田支店長

早田 元哉  
極CEO補佐、カンパニープレジデント
新興地域、豊田通商ベネズエラ社社長、
NovaAgri（ノバアグリ）社会長兼CEO

服部 治行 
極CEO補佐、カンパニープレジデント  
北米地域、豊田通商メキシコ社社長  

浦田 和幸 
本部COO
化学品・エレクトロニクス本部

中山 弘揮
本部COO 
グローバル部品・ロジスティクス本部 

金澤 勇一
本部COO 
グローバル部品・ロジスティクス本部 

Michael T. Lavender
極CEO補佐 
北米地域
豊田通商アメリカ社副社長

南 浩二 
本部COO、極CEO補佐
アフリカ本部、アフリカ地域
CFAO社副社長

片山 昌治 
本部COO 
金属本部

堀崎 太
本部COO 
グローバル部品・ロジスティクス本部 

佐藤 一範 
本部COO
化学品・エレクトロニクス本部

反尾 敏幸
本部COO
食料・生活産業本部

唐戸 潤  
CDTO補佐 

廣部 貴巳
極CEO補佐、カンパニープレジデント
欧州地域、豊田通商ヨーロッパ社社長、
豊田通商UK社社長

石井 宏昌 
本部COO 
金属本部 

平田 竜也
本部COO  
機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部

松﨑 英治 
本部COO、CDTO補佐
化学品・エレクトロニクス本部

尾﨑 真人 
カンパニープレジデント
豊通ケミプラス（株）社長 

八廣 展明
極CEO補佐、カンパニープレジデント
豪亜地域、豊田通商インディア社社長

赤坂 拓郎
本部COO 
自動車本部　 

大塚 慎一郎
本部COO、 極CEO補佐
アフリカ本部、アフリカ地域 

加藤 茂治
本部COO 
食料・生活産業本部

岡田 江平
CSO補佐　 

栁澤 宏
本部COO
金属本部

近藤 祐子
CFO補佐

會田 靖
CFO補佐
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財務サマリー
豊田通商株式会社および連結子会社 
3月31日に終了した各会計年度

（注） 1. 当社は2017年3月期から、国際会計基準（IFRS）に準拠して連結財務諸表を作成しています。
 2. 読者の便宜を考慮し、2017年3月期（円貨）については、日本基準とIFRSの双方に基づく連結財務情報を記載しています。
 3. 本ページに掲載した米ドルの金額は海外読者の便宜上、2022年3月31日現在の為替レート、1米ドル＝122.39円で換算しています。
 *1  表中の項目名は全てIFRSにて記載。IFRSの項目名は日本基準では、「収益」は「売上高」に、「営業活動に係る利益」は「営業利益」に、「親会社の所有者に帰属する当期利益」は「親会社株

主に帰属する当期純利益」に、「資産合計」は「総資産」に、「資本合計」は「純資産」に、「1株当たり当期利益」は「1株当たり当期純利益」に、「親会社所有者帰属持分比率」は「自己資本比
率」に該当します。

 *2  2016年3月期の1株当たりの希薄化後当期利益（日本基準）は、潜在株式は存在するものの、1株当たり当期純損失金額であるため、記載していません。2018年3月期、2019年3月期、2020
年3月期、2021年3月期および2022年3月期の1株当たりの希薄化後当期利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 *3 2016年3月期の配当性向については、当期純損失を計上しているため記載していません。

 ROE（右軸）
  親会社の所有者に帰属する
当期利益（左軸）

単位：百万円 単位：百万円 単位：千米ドル

日本基準 IFRS
2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3

業績指標：
収益*1 ¥6,304,354 ¥7,743,237 ¥8,663,460 ¥8,170,237 ¥7,919,663 ¥5,797,362 ¥6,491,035 ¥6,762,702 ¥6,694,071 ¥6,309,303 ¥8,028,000 $65,593,594

売上総利益 403,888 582,498 634,572 616,042 578,887 570,872 606,282 638,428 639,885 607,626 759,237 6,203,423

販売費及び一般管理費 288,013 421,177 465,115 475,742 432,231 411,235 414,042 420,657 430,164 400,086 450,294 3,679,173

営業活動に係る利益*1 115,875 161,321 169,456 140,299 146,656 133,669 182,696 215,197 210,370 213,058 294,141 2,403,309

持分法による投資損益 17,646 13,783 4,060 (5,676) 10,254 10,476 11,368 4,336 (2,489) 7,523 20,686 169,017

親会社の所有者に帰属する当期利益*1 67,432 73,034 67,571 (43,714) 102,597 107,903 130,228 132,622 135,551 134,602 222,235 1,815,793

期末現在：
資産合計*1 ¥3,592,368 ¥4,072,728 ¥4,533,693 ¥3,952,100 ¥4,096,843 ¥4,212,064 ¥4,310,043 ¥4,441,464 ¥4,545,210 ¥5,228,004 ¥6,143,125 $50,193,030

資本合計*1 920,043 1,156,080 1,304,483 1,055,777 1,151,969 1,223,513 1,362,187 1,389,616 1,372,491 1,658,015 1,942,860 15,874,336

ネット有利子負債 998,626 1,088,974 1,233,559 1,102,786 1,050,229 1,101,974 1,006,990 988,475 1,032,494 993,462 1,238,296 10,117,623

キャッシュ・フロー：
営業活動によるキャッシュ・フロー ¥  124,156 ¥  133,937 ¥  169,100 ¥  308,338 ¥  193,769 ¥  159,770 ¥  215,098 ¥  210,796 ¥  267,809 ¥  245,055 ¥   50,137 $   409,649

投資活動によるキャッシュ・フロー (323,389) (135,587) (199,512) (170,839) (130,428) (127,525) (92,498) (137,546) (173,910) (102,176) (157,333) (1,285,505)

財務活動によるキャッシュ・フロー 223,374 5,356 108,247 (225,202) (28,343) 5,656 (128,741) (24,909) (53,679) 24,073 44,901 366,868

現金及び現金同等物の期末残高 391,352 412,032 499,157 399,191 430,517 426,208 423,426 465,861 496,372 677,478 653,013 5,335,509

1株当たり情報： 単位：円 単位：円 単位：米ドル

当期利益*1

　基本的当期利益 ¥192.58 ¥208.01 ¥192.23 ¥(124.26) ¥291.56 ¥306.64 ¥370.08 ¥376.89 ¥385.25 ¥382.56 ¥631.63 $5.16
　希薄化後当期利益*2 192.42 207.82 192.10 – 291.56 306.63 – – – – – –
配当金 44.00 50.00 56.00 62.00 70.00 70.00 94.00 100.00 110.00 112.00 160.00 1.30

配当性向*3 22.8% 24.0% 29.1% – 24.0% 22.8% 25.4% 26.5% 28.6% 29.3%  25.3% –

財務指標：
ROE 9.6% 8.4% 6.4% (4.3)% 11.0% 10.8% 11.7% 11.2% 11.3% 10.1% 13.9% –

親会社所有者帰属持分比率*1 21.2% 23.9% 24.8% 22.5% 24.0% 24.9% 27.3% 26.9% 26.3% 28.1% 28.2% –

ネット有利子負債倍率（ネットDER） 1.31倍 1.12倍 1.10倍 1.24倍 1.07倍 1.05倍 0.86倍 0.83倍 0.86倍 0.68倍 0.71倍 –

株式： 単位：千株 単位：千株

期末発行済株式数 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 –

（億円）
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単位：百万円 単位：百万円 単位：千米ドル

日本基準 IFRS
2013/3 2014/3 2015/3 2016/3 2017/3 2017/3 2018/3 2019/3 2020/3 2021/3 2022/3 2022/3

業績指標：
収益*1 ¥6,304,354 ¥7,743,237 ¥8,663,460 ¥8,170,237 ¥7,919,663 ¥5,797,362 ¥6,491,035 ¥6,762,702 ¥6,694,071 ¥6,309,303 ¥8,028,000 $65,593,594

売上総利益 403,888 582,498 634,572 616,042 578,887 570,872 606,282 638,428 639,885 607,626 759,237 6,203,423

販売費及び一般管理費 288,013 421,177 465,115 475,742 432,231 411,235 414,042 420,657 430,164 400,086 450,294 3,679,173

営業活動に係る利益*1 115,875 161,321 169,456 140,299 146,656 133,669 182,696 215,197 210,370 213,058 294,141 2,403,309

持分法による投資損益 17,646 13,783 4,060 (5,676) 10,254 10,476 11,368 4,336 (2,489) 7,523 20,686 169,017

親会社の所有者に帰属する当期利益*1 67,432 73,034 67,571 (43,714) 102,597 107,903 130,228 132,622 135,551 134,602 222,235 1,815,793

期末現在：
資産合計*1 ¥3,592,368 ¥4,072,728 ¥4,533,693 ¥3,952,100 ¥4,096,843 ¥4,212,064 ¥4,310,043 ¥4,441,464 ¥4,545,210 ¥5,228,004 ¥6,143,125 $50,193,030

資本合計*1 920,043 1,156,080 1,304,483 1,055,777 1,151,969 1,223,513 1,362,187 1,389,616 1,372,491 1,658,015 1,942,860 15,874,336

ネット有利子負債 998,626 1,088,974 1,233,559 1,102,786 1,050,229 1,101,974 1,006,990 988,475 1,032,494 993,462 1,238,296 10,117,623

キャッシュ・フロー：
営業活動によるキャッシュ・フロー ¥  124,156 ¥  133,937 ¥  169,100 ¥  308,338 ¥  193,769 ¥  159,770 ¥  215,098 ¥  210,796 ¥  267,809 ¥  245,055 ¥   50,137 $   409,649

投資活動によるキャッシュ・フロー (323,389) (135,587) (199,512) (170,839) (130,428) (127,525) (92,498) (137,546) (173,910) (102,176) (157,333) (1,285,505)

財務活動によるキャッシュ・フロー 223,374 5,356 108,247 (225,202) (28,343) 5,656 (128,741) (24,909) (53,679) 24,073 44,901 366,868

現金及び現金同等物の期末残高 391,352 412,032 499,157 399,191 430,517 426,208 423,426 465,861 496,372 677,478 653,013 5,335,509

1株当たり情報： 単位：円 単位：円 単位：米ドル

当期利益*1

　基本的当期利益 ¥192.58 ¥208.01 ¥192.23 ¥(124.26) ¥291.56 ¥306.64 ¥370.08 ¥376.89 ¥385.25 ¥382.56 ¥631.63 $5.16
　希薄化後当期利益*2 192.42 207.82 192.10 – 291.56 306.63 – – – – – –
配当金 44.00 50.00 56.00 62.00 70.00 70.00 94.00 100.00 110.00 112.00 160.00 1.30

配当性向*3 22.8% 24.0% 29.1% – 24.0% 22.8% 25.4% 26.5% 28.6% 29.3%  25.3% –

財務指標：
ROE 9.6% 8.4% 6.4% (4.3)% 11.0% 10.8% 11.7% 11.2% 11.3% 10.1% 13.9% –

親会社所有者帰属持分比率*1 21.2% 23.9% 24.8% 22.5% 24.0% 24.9% 27.3% 26.9% 26.3% 28.1% 28.2% –

ネット有利子負債倍率（ネットDER） 1.31倍 1.12倍 1.10倍 1.24倍 1.07倍 1.05倍 0.86倍 0.83倍 0.86倍 0.68倍 0.71倍 –

株式： 単位：千株 単位：千株

期末発行済株式数 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 354,056 –
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1米ドル=122.39円

105統合レポート 2022



アフリカ企画部
モビリティSBU
アフリカ自動車部

アフリカ本部

監査部

組織図
（2022年4月1日現在）

食料・生活産業企画部 
食料SBU
穀物事業部
大阪食料部
食品原料部 
食品流通部

ライフスタイルSBU
繊維事業部 
住環境まちづくり部
保険部
ヘルスケア・メディカル事業部

食料・生活産業本部

化学品・エレクトロニクス企画部
自動車材料SBU
グローバル自動車材料部
自動車材料事業推進部
ネクストモビリティケミカル材料部
化学品SBU
環境・基礎化学品部
産業化学品部

無機化学品部
有機原料・事業統括部
エレクトロニクスSBU
電子事業統括部 
情報産業部
ソフトウェアファースト推進部
スマートソサエティ事業推進部

化学品・エレクトロニクス本部

機械・エネルギー・プラント 
　プロジェクト企画部
機械SBU
ユニット機械部
電池・環境機械部
ボデー機械部
産業機械&テクノロジー事業部

エネルギー・インフラソリューションSBU
電力事業開発部
電力事業企画・運営部
エネルギーソリューション開発部
プラント・プロジェクト部
カーボンニュートラルフューエル部

機械・エネルギー・プラントプロジェクト本部

自動車企画部
トヨタSBU
米州・欧州自動車部
豪亜中近東・東アジア自動車部
KD事業部
マルチブランドSBU
日野自動車部

車両営業部
産業車輌部
バリューチェーンSBU
カスタマーサービス部
自動車バリューチェーン事業開発部

自動車本部

グローバル部品・ロジスティクス企画部
営業開発部
SCM機能統括部
グローバル部品SBU
グローバル部品事業統括部
東日本グローバル部品部
グローバル部品米州・欧州部
グローバル部品豪亜・東アジア部
グローバル部品営業部

ロジスティクス・モジュールSBU
ロジスティクス事業部
モジュール事業部
テクノパーク事業部
自部品用品・資材SBU
自動車部品部
用品事業部
機能材・セイフティ事業部

グローバル部品・ロジスティクス本部

金属企画部
自動車薄板SBU
自動車薄板第一部 
自動車薄板第二部
自動車薄板第三部 
西日本鋼材部
金属製品SBU
条鋼鋼管部
鉄鋼部

金属製品事業部
東日本鋼材部 
非鉄金属SBU
非鉄事業部
資源開発部
資源循環SBU
資源循環第一部
資源循環第二部

金属本部

株主総会

取締役会

社長

監査役会

コンプライアンス・危機管理部
原価低減・改善部
物流部
安全・環境推進部
ネクストモビリティ推進部
ネクストテクノロジーファンド 
 　推進室
カーボンニュートラル推進部
デジタル変革推進部
経営企画部
広報部
IT戦略部
渉外部
人事部
総務部
秘書部
投資・審査部
法務部
経理部
営業経理部
財務部
顧客統括部

コーポレート部門

名古屋本社
東京本社

北海道支店
　札幌分室
東北支店
新潟支店
浜松支店
　静岡分室
豊田支店
大阪支店 
　四国営業所
北陸支店
広島支店
九州支店
　中津分室

国内拠点

海外支店・事務所

国内拠点数
本社 2

支店 9

出張所 3

営業所 1

分室 3

海外拠点数
支店･事務所 23

現地法人 30

海外現地法人

トヨタアフリカ自動車部
電力・インフラ・テクノロジーSBU
ヘルスケアSBU
消費財SBU

海外現地法人

サステナビリティ推進委員会

投資戦略会議

統合リスク管理委員会

投融資委員会・協議会

経営執行会議

特定貿易管理委員会
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コーポレートデータ
（2022年3月31日現在）

大株主の状況
株主名 持株数

（千株）
持株比率
（%）

トヨタ自動車株式会社 76,368 21.69

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 57,068 16.21

株式会社豊田自動織機 39,365 11.18

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 17,874 5.08

株式会社三菱UFJ銀行 8,098 2.30

株式会社三井住友銀行 4,249 1.21

日本生命保険相互会社 3,522 1.00

ステート ストリート バンク ウェスト クライアント・ 
トリーティ 505234

3,513 1.00

株式会社日本カストディ銀行（証券投資信託口） 3,368 0.96

東和不動産株式会社 3,205 0.91

（注） 1.持株比率は自己株式（1,994,875株）を控除して計算しています。
 2. 東和不動産株式会社は、2022年4月27日付でトヨタ不動産株式会社に名称が変更と

なっています。

株主分布状況

■ その他の法人 38.76%
■ 金融機関・証券会社 36.31%
■ 外国人 17.95%
■ 個人その他  6.42%
■ 自己株式  0.56%

所有者別状況

社名 豊田通商株式会社

本店所在地 〒450-8575
名古屋市中村区名駅四丁目9番8号

設立年月日 1948年7月1日

従業員数 単体 3,336名　連結 65,218名

資本金 649億3千6百万円

株式の総数
発行可能株式総数 1,000,000,000株
発行済株式の総数 352,061,641株

（自己株式1,994,875株を除く）

株主数 39,415名

上場証券取引所 東京、名古屋（証券コード8015）

独立監査法人 PwCあらた有限責任監査法人

株主名簿管理人／
特別口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

（同連絡先）

〒137-8081
新東京郵便局
私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
電話（通話料無料） 0120-232-711（東京）
 0120-094-777（大阪）

同取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社全国本支店
野村證券株式会社全国本支店

URL https://www.tr.mufg.jp/daikou/

株価と売買高の推移
（円／ポイント）
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格付情報
 （2022年3月31日現在）

長期 短期

格付投資情報センター（R&I） AA-（安定的） a-1+

S&Pグローバル・レーティング A（安定的） A-1

ムーディーズ・インベスターズ・ 
サービス (Moody's)

A3（安定的） －



本報告書は、環境に配慮したFSC®認証紙を使用しています。印刷インキには揮発性有機化合物を 
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〒450-8575

名古屋市中村区名駅四丁目9番8号 センチュリー豊田ビル
TEL（052）584-5000 （代表）
E-mail  ttc_hp@pp.toyota-tsusho.com

URL https://www.toyota-tsusho.com/

 決算に関する詳細情報
https://www.toyota-tsusho.com/ir/library/ 
securities-report/2021.html

 サステナビリティの関連情報
https://www.toyota-tsusho.com/ 
sustainability/

 ウェブサイト上の統合レポート
https://www.toyota-tsusho.com/ir/library/ 
integrated-report/
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